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1．はじめに
　プーチン政権2期目（2004年5月以降）に入って、企業と国家の関係は第1期目と異なる特徴を示し
始めたように思われる。本稿は、近年のロシア内外でのいくつかの研究成果を検討しながら、プーチン
政権第2期目における企業と国家の関係の諸特徴を明らかにしようとするものである。
　第1期目の企業と国家の関係にっいて、特徴的な事柄を整理しておくと、次のようである（加藤、265－266
頁）。
　1）エリツィン時代に親密な関係にあったといわれる政権と財閥の関係の再編成が起こった。すなわち、
メディア・資源関連産業に足場をおき、プーチン政権に対抗的な姿勢をとった複数の財閥が、エリツィ
ン時代の「経済犯罪」を追及されて解体に追いこまれた。政府が、メディア・資源関連産業を支配下に
置こうとする企図も見られた。同時に、政権・財閥関係の制度化の試みもあり、企業とくに財閥は社会
的責任への関心を高め、その観点から行動を律しようとする姿勢を見せた。
　2）政府はWTO加盟の準備を進め、加盟に必要な法制度の整備を進め、そのことが市場インフラの整
備につながった。これに対して財界は保護主義的政策を求めてロビー活動を展開しつつ、外資との提携
等を通じて競争力の向上に努めた。
　3）中小企業発展はむしろ足踏みを続けた。行政的障壁が高いためであり、起業しようとする人々の間
にも法人化を避けて自営業の形態をとろうとする傾向があった。
　4）2003年に端を発する「ユーコス」事件は、エリツィン時代の「ノーメンクラツーラ・マフィア資本
主義」、「オリガルヒ資本主義」の否定的な側面を体現する財閥と財閥総帥がプーチン政権の「法の独
裁」によって罰せられ、退場させられたという側面も持っているが、むしろ、プーチン政権による法の
☆経営学部教授
一115一
46　　2口　2008　3月
「選択的適用」の側面のほうが主要と思われた。これは、企業が再び国家への従属を強いられているこ
とを示すものと推測された。
　要するにプーチン政権第1期目には、一方ではエリツィン時代の「国家捕獲」（state　capture）が解
消されて財閥の無法な活動が規制・自己規制されるようになる傾向がみられると同時に、他方では国家
が財閥に対して恣意的に強権を振るい、企業活動を行政的に規制する傾向もみられた。
　したがって、将来的にどのような企業・国家関係が形成されるのかはなお流動的に見えた。とくに、「ユ
ーコス」事件に見られるような国家の恣意的な強権発動は例外なのか、それとも常態化するのかは、な
お判然としなかった。
2．「国家資本主義」
　現在、ロシア内外の多くの論者が、プーチン政権下でのロシアの企業・国家関係の変化を象徴する事
件、さらには資本主義の変化を象徴する事件として、この「ユーコス」事件を指摘している。
　そのうちラドィギン、マリギーノフ、メンシコフらは、ロシアにおける「国家資本主義」の登場を主
張している。
　2004年前半にはすでにラドィギンの論文によって、「国家資本主義への接近傾向」が指摘されていた
（Pa胆mH，2004）。
　ラドィギンは、実証研究を通じて次の4点を明らかにした。すなわち、①国家の資産拡大が進み、最
重要産業部門において、残存している国有資産（国有独立採算制企業と国家持ち株）からなる「パワー
センター」が保持・形成された。②国は、政権寄りの個々の民間企業を、特定地域または産業部門にお
ける国家の「信託」管理人として利用するようになった。③「ユーコス」事件は、国家による法の「選
択的適用」であった。④国家の資産拡大はなお継続しており、それは「旧モスクワ派」と「ペテルブル
ク派」という政・官・財指導部内での2っの利益グループによる資産の争奪戦の様相を呈し始めた。「モ
スクワ派」は、エリツィン政権時代に頭角を現した人々からなるグループであり、「ペテルブルク派」は、
サンクト・ペテルブルク出身のプーチン大統領が政権を掌握して以後、プーチン政権との親密な関係を
利用して台頭した人々からなるグループである。
　そしてラドィギンは、論文の最後で「国家資本主義に向かうのか？」と問い、概略、次のような結論
を提示した（PaJU，lruH，2004，（cTp．63－65）。
　2000年代初めに次の3つの傾向が支配的となった。すなわち、①国家権力は資産拡大を強化した。②
国家権力はロシア経済の主要な資金の流れに対する統制を確立（あるいは拡大）しようとした。そして
より広く言えば、③（規制緩和の決定を出したり、行政改革を行ったり、民営化継続計画を策定・実施
してはいるが）国家権力は実業界を国家に依存させることに成功した。
　この結果、　「国家資本主義」モデルが形成されそうである。ロシアにおける「国家資本主義」モデル
の特質は、以下の諸点にある。
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　①国家企業活動が著しく広範囲に行われる。国家企業活動は、ロシアの国益確保のための一要因とみ
なされる。ただし、本当にそうかどうか非常に議論の余地がある。
　②国家機関の支持に依存し、また国家機関に忠誠な一握りの民間企業にとっては、好適な（あるいは
少なくとも中立的な）条件が作り出される。
　③この国家資本主義モデルに組み込まれない有力経済主体に対しては見せしめ的で選択的な行政的・
刑事的弾圧が行われる。
　④国家が経済主体に働きかけるさいの目的と、そのために採用する方法とは合致しない。（たとえば、
政権がある企業を解体させるという目的をもつとき、過去の経済犯罪らしきものを追及するという方法
をとる。）
　⑤ロシアの国益保護についての見解と、私有財産の不可侵性原則との間の整合性がとれていない。
　そのように考えると、2000年代初めのロシアの「国家資本主義」は、従来の「国家資本主義」概念と
は異なっている。すなわち最も一般的には「国家資本主義」とは、資本主義諸国において国家が「市場
の失敗」を補完するような体制を意味するものであった。また一部では、ソ連の経済体制について、国
家が総資本の役割を果たしているという意味で「国家資本主義」と呼ばれることもあろた。現在のロシ
アの「国家資本主義」は、それらのいずれとも異なる独自のものである。むしろ「官僚的資本主義」と
呼んだほうがより正しいかもしれない。
　いずれにせよ、プーチン政権第1期目と、エリツィン時代（1990年代）の「オリガルヒ資本主義」の
時代とは原則的に異なっていた。1990年代には、大企業と権力の相互関係の決定的特徴は、金融産業グ
ループが、自分たちの利益になるような重要な政治的意思決定を準備し、あるいは強制できるというこ
とであった（「国家捕獲」）。2000年代の初めまでに明らかになったのは、逆の状況である。すなわち、
権力が実業界全体の利益を露骨に軽視し、自己のゲームのルールを押し付け、さまざまな方法を用いて
ルールの実施を強制している。　「ユーコス」事件は「オリガルビ」時代に終止符を打った。中期的に、
「ユーコス」事件のようなシナリオが繰り返されると推測される。
　しかし、このような「自分たちのための国家資本主義」政策の論理的延長上には、1990年代の状況へ
の逆戻りがあるのかもしれない。すなわち、新しい「オリガルビ」が出現するのかもしれない。
　最後に、ラドィギンはこう結んだ。　「したがって、このような国家の拡大の真の究極目標は何なのか
一拡大の推進者たちが理解しているとおりロシアの戦略的利益なのか、それとも資産再分配によるたん
なる個人的富裕化なのか一という非常に重要な問題はまだ解かれないままである」（PaπH皿H，2004，　erp．
65）。
　2006年春に発表された論文の中でラドィギンとマリギーノブは、次のように述べている。
　「すでに2003－2004年には、国家の資産拡大の問題、さらに広くいえば国家資本主義の問題が、ロシ
ア経済にとって重要な諸要因として、さまざまな機会に、何人かの研究者たちによって非常に鋭い形で
提起された。それらの過程は2000年から始まっていたのであるが。（中略）われわれの見解では2005年
は転換の年であった。この年、経済における国家の直接的プレゼンスの拡大についてだけでなく、ロシ
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ア経済の主導的諸部門において国家が優勢を占める確かな傾向についても語ることが可能となった。」
（Pa，1［NrllH　H　Ma皿、mHOB，　crp．65）
　つまり、プーチン政権第1期目から「国家資本主義」への歩みは始まっていたが、2005年にそれはさ
らに明確な傾向となったというのである。
　ロシア経済における国家資産の拡大過程を整理すると次のようになる。エリツィン時代に多くの企業
が民営化された後、1990年代末から2000年代初めの時点では、企業セクターにおける国家の存在は、数
千のばらばらの、あまり管理されていない、または全く管理されていない単一企業の形で、ならびに、
事実上すべての経済分野において設立されたばかりの株式会社の株式パケットの形で、分散していた。
主として燃料エネルギー・コンプレクスならびに自然独占のみにおいて、国家のイニシャチブにより、
国家が参加した企業グループが形成された。たとえば、ガスプロム（天然ガス独占体）がそうである。
　2000－2004年の時期の特徴は、ばらばらの国家資産の管理の効率性の向上にむけて一定の努力が行わ
れたことであった。すなわち、原子力産業、鉄道、軍需工業、アルコール産業、航空、海運、郵便のよ
うな分野において、ばらばらの資産を国家持株会社に統合した。統合過程の枠外にある個々の会社の資
本における国家持分の増大は例外的であった。これと並行して、自然独占のリストラクチャリングの過
程が始まった。
　同じ時期に、ロシア経済の主たる資金の流れに対する統制を確立（拡大）しようという試み、さらに
大きくいえば、民間ビジネスを国家機関に従属する形で位置づけようという試みが著しく活性化した（規
制緩和、行政改革、民営化続行の計画も同時にあったが）。2005年の重要な特徴は、経済への国家の直接
的参加の方向が優先されるようになったことである（PaAHmH　H　ManbivHoB，　c叩．65・66）。
　具体的に述べると2005年には次のようなことが起こった。
・自己の事業規模を拡大させ、M＆Aによって多角化しっっあった国家持ち株会社と国有企業が、活動を
　活性化させた（「ガスプロム」（天然ガス）、「ロスネフチ」（石油））。
　・国有企業のうちのいくつかが新たに資産拡大をした（連邦国家独立採算企業「ロスオボロンエクス
ポルト」（兵器輸出）、ロシア株式会社「ロシア統一エネルギーシステム」（電力））
　・国家の所有にとどまっている分散した資産をまとめて持ち株会社を創設する活動は下火になったが、
こうしてできた新しい会社が活発に会社支配権市場において活動し始めている（公開型株式会社「オボ
ロンプロム」（軍需産業）など）。
　・燃料エネルギー部門を越えた国家資産の拡大が起こった（2005－2006年初めには「ヴォルガ自動車
工場」、「カマ自動車工場」、公開型株式会社「ヴェルフネサラージンスク冶金合同」などが国家的関心の
範囲に入った）。
　・国家機関の観点から見て「問題のある」または「不誠実な」会社（「ユーコス」、「グタ」グループ）
の資産は、「中立的な」または「忠実な」所有者たちの資産に転換させられた。
　・ロシアの会社支配権市場における国家の参加が強まった。
　・会社資本金に占める国家資本の割合を高め、会社の活動に決定的影響を及ぼすことを可能にするた
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めの方法が広範に用いられるようになった（「ガスプロム」、「アルロサ」（ダイヤモンド）、「ロスガジフ
ィカツイヤ」（天然ガス）、モスクワ機械製造工場「フペリョート」、ミリ記念モスクワ・ヘリコプター工
場、ウラン・ウデ航空機工場）。
　・会社支配にかかわるような大きな株式取引については、国内取引の場合だけでなく、外国企業が参
加した取引の場合でも政権の同意が必要であることが明確になった（ノヴァテック（天然ガス）の株式
パケットのフランス・トタール社への売却、カマ自動車工場株式のロンドン証券取引所への上場、「シロ
ヴィエ・マシーヌィ」（機械製造）の支配株のジーメンス株式会社への売却など）（Pa，qHnlH　H
MaJI，mHoB，　crp．71・72）。
　ラドィギンとマリギーノブは、このような国家の資産拡大の動機は何かを検討し、4つの見解を示し、
実際にはそれらが絡み合っているとする（PamHmlH　H　Mam、mHoB，　erp．71・72）。
　第1の見解は「管理と効率性」である。すなわち、市場経済の枠内でも国が経済を管理するのが効率
的なのであり、そのためにはとくに戦略産業では国家持ち株会社が産業全体を支配下に置くことも是認
されるという考え方である。
　第2の見解は「グローバル競争と国家安全保障」である。すなわちグローバル競争の中で国家安全保
障を確保するために国家の資産拡大を行うべきだという考え方である。それにより国家は一面では、最
も国際競争力ある産業（採掘産業と軍産複合体）を育成し、同時にグローバル企業の手に落ちないよう
確保しようとする。他面では、最もグローバル競争の影響にさらされ、同時に多くの雇用を吸収し、国
のインフラを形成するような諸部門（航空機製造業、自動車製造業、通信業など）を保護しようとする。
　第3の見解は「国家レント」（rocyAapcrBeHHaH　peHTa，　state・rent）である。すなわち、天然資源レン
トを国有化すべきだという考え方である。
　第4の見解は、「個人的影響力の強化と私的レント」である。すなわち、これは公然と主張されている
考え方ではないが、国家機関の関係者たちが自分たちの私的レントを求めて国家資産を拡大していると
いう見方である。政治制度が権力者たちの行動、ならびに権力に由来する大きなレントの効率的な制限
を予定していないため、経済制度が「レント形成」のための制度になっている。すなわち、ロシア国家
はコーポラィズム国家になったのであり、国家財産は公開型株式会社「ロシア国家」とでも呼ぶべきも
のの手中にある。「この会社の社員への主要な報奨は、国有企業に落下傘的に赴任させることであり、そ
の国有企業の流動資産額は、会社における彼の地位の最も正確な評価である」（HJVIapnoHoB）。
　このように4つの公然・非公然の動機のもとに国家資産の拡大が進み、国家資本主義の傾向はさらに
明確になったというのである。
　これに対してメンシコフが2004年に発表した論文（MeHb皿HKOB）は、同じく「国家資本主義」とい
う見方をしながら、エリツィン時代とプーチン時代との連続性を強調する。メンシコフの見解は概略次
のようである。
　1990年代に登場した現代のロシア資本主義は純粋な形では決して存在せず、実際上常に、国家の活動
に媒介されていた。すなわち、国家の歳入のかなりの部分が、選ばれた一部の民間銀行の管理にゆだね
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られたことにより、資本の原始的蓄積は何倍も早まった。そこから登場してきたのが「7人の銀行家たち」
であり、かれらはエリツィン体制の支柱となった。その後、「担保競売」という方法を用いて、国家が国
有石油会社等を安い価格で銀行家たちにゆずり、彼らは「オリガルヒ」と呼ばれる大資本家になってい
った。「オリガルヒ」はそれぞれ政界に強い足がかりを持っており、国家は、近しい、信頼できる人々の
中から銀行・産業オリガルビを任命したといえる。これが、ロシア国家資本主義の第1章である。
　プーチン政権は、自由主義派の経済閣僚を擁し、同時に大統領自身は「対ビジネス等距離主義」を掲
げた。自由主義的経済政策は実業界の利益を擁護するものであり、国家資本主義の一変種であった。し
かし同時に実業界による政治への介入を嫌うプーチン政権は、反政府的な財閥を弾圧し、その財産を国
家の手中におさめた。これがロシア国家資本主義の第2章である。
　このように、ラドィギン、マリギーノブ、メンシコフらは、プーチン政権第2期目のロシア資本主義
を同じく「国家資本主義」と規定しつつ、プーチン政権第1期さらにさかのぼってエリツィン政権下で
のロシア資本主義との連続性についてはニュアンスを異にしている。
3．「国家管理ネットワーク資本主義」
　米国のバッファーとマッカーシー（Puffer　and　McCarthy，2007）は、「ユーコス」事件を分水嶺とし
て姿を現してきたロシアの新しい経済システムを「国家管理ネットワーク資本主義」（State－managed，
network　capitalism）と呼んでいる。そして、概略以下のように説明している。
制度派経済学によれば、制度には規制的（regulative）側面、認知的（cognitive）側面、規範的（nomative）
側面がある。規制的側面は法規やその執行メカニズムのような公式的規制制度からなる。認知的側面は、
受容されている信念や価値を含み、規範的側面は価値ある目的を追求するための合法的手段に関連して
いる。ロシア市場経済において顕著なのは主として、クランとネットワークを支える信念や習慣といっ
た認知的側面である（p．2）。また、制度派経済学では「制度的プル」と「制度的プッシュ」という概念
がある。「制度的プル」とは、企業が自己の利益を追求するために、公式的制度を作るよう当局に圧力を
かけるという現象である。「制度的プッシュ」とは、当局がまず、実業界を支援し規制するために公式的
諸制度を作る。エリツィン時代のロシアでは「制度的プル」が主であった。
　このようにエリツィン・ロシアでは制度の認知的側面が強く、「制度的プル」が主であるため「ネット
ワーク資本主義」が形成された。
　「国家管理ネットワーク資本主義」は、3形態のネットワーク資本主義（市場資本主義、「シロヴィキ」
資本主義、「オリガルビ」資本主義）とそれらの間の関係を含むのであり、それらはすべて「遍在するロ
シア国家」の環境の中にある（図D。
　まず市場資本主義にかんして。ロシアは中央集権的計画経済から明らかに脱却しており、プーチン大
統領も繰り返し市場経済を支持している。1990年代初めに開始された政府の民営化プログラムの結果、
市場セクターが誕生し、それは特に消費財部門において成長しつっあり、大部分は競争的自由市場とし
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て機能している。しかしその基礎にはネットワーク・メカニズムがあり、経営者たちは事業を行ううえ
で制度の認知的側面に強く依存している。国家が民営化企業において所有を維持しており、また事業活
動には官僚的障壁が立ちはだかり、法律は予見も解釈も困難である。
“ロヴィキ資本
　　主義
　　　　ア
オリガルヒ
資本主義
図1　ロシアの「国家管理ネットワーク資本主義」
（出所）Puffer　and　McCarthy，2007，　P．4．
　「オリガルヒ」（寡占的資本家）資本主義にかんして。とくに天然資源産業において少数の巨大で強力
な金融産業グループがエリツィン時代後半に生まれ、現在もロシア経済の重要な構成要素となっている。
「オリガルヒ」は互いに結びっいており、またエリツィン政権とも親密な関係にあった。
　「シロヴィキ」（軍・治安機関関係者）資本主義にかんしていえば、これはプーチン時代に入ってから
のビジネスへの政府の関与の増大の結果生じたものである。ますます多くの「シロヴィキ」が、政府が
大株主となっている大企業やいくっかの民間企業の経営者に任命されている。
　これら3つの形態はそれぞれがネットワークであるだけでなく、互いに交差して新たなネットワーク
を作り出している。すなわち「市場・シロヴィキ・ネットワーク」、「シロヴィキ・オリガルヒ・ネット
ワーク」、「オリガルヒ・市場ネットワーク」などが形成されている。そして、ロシア国家が3つの形態
のネットワーク資本主義に普遍的な環境を提供している。
　このように、バッファーとマッカーシーは、同じく資本主義的な、しかし性質を異にする3っのネッ
トワークが、国家の包括的なコントロールのもとに共存するというロシア資本主義像を描き出している。
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4．「企業・国家関係の4モデル」
　これに対してヤコヴレフ（flKOBJIeB，2007）は、「企業・国家関係の4モデル」の存在を強調し、連邦
レベルでの企業・国家関係とはやや異なる関係が地方レベルで見られると指摘する。
　「企業・国家関係の4モデル」についてヤコヴレフは次のように説明している。
　第1のモデルは「国家捕獲」である。これはもともとヘルマンら（Hellman　et　a1．，2000）によって
提起された概念であり、国家が弱体で私的利害集団の影響力に抵抗できないため、国家から個々の企業
または企業集団に資源が移転される現象を意味する。このように企業が国家を「捕獲」するという関係
は、エリツィン時代のロシアに典型的に見られた。
　そして「国家捕獲」の独特の随伴物が、「略奪の手」（grabbing　hand）としての国家である。この概念
はフライとシュライファー（Frye　and　Schleifer，1997）によって提起された概念である。市場経済移
行期における国家の経済的役割は「見えざる手」（invisible　hand）、「救済の手」（helping　hand）、「略
奪の手」の3種類に分けることができ、「略奪の手」としての国家の場合、政府は法律より上にあってレ
ントを取得するために権力を用いるのであり、法制度は機能せず、略奪的規制が行われ、放博な汚職が
蔓延する。
表1　移行期国家の経済的役割
　一cAノレ 法環境 規制環境
見えざる手
政府は法の上にはなく、最小限の公共財
?沂汲ｷるために権力を行使する。裁判
鰍ｪ契約に実効性を与える。
政府は規則に従う。規制は最小限。
?Eは少ない。
救済の手
政府は法の上にあるが、ビジネスを助け
驍ｽめに権力を行使する。役人が契約に
ﾀ効性を与える。
政府はある種のビジネスを助ける
ｽめに積極的に規制を行う。組織
I汚職。
略奪の手
政府は法の上にあり、レントを取得する
ｽめに権力を行使する。法制度は機能し
ﾈい。マフィアが国家に代わって契約に
ﾀ効性を与える。
略奪的規制。放培な汚職。
（出所）Frye　and　Schleifer，1997，　P．355．
　第2のモデルは「企業捕獲」（business　capture）である。2000年代初めに国家が全般的に強化され、
国家装置の官僚制的確立がさらに顕著になったことにより、国家の「略奪の手」も強化された。その結
果いまや「企業捕獲」モデルを提起することが可能となっている。このモデルの現実化の最もわかりや
すい例が「ユーコス」事件であった。
　第3のモデルは国家と企業の「交換」（exchange）である。フライは、2000年に実施されたロシア500
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企業のアンケート調査の結果に基づいて、国家と企業の「交換」システムが存在すること、そしてこの
システムに参加している企業と参加していない企業の2っのグループがあることを指摘した（Frye，
2002）。そのさい、「交換」システムに参加している企業の場合、地方権力機関と親密な関係にあり、地
方権力機関から何らかの補助金を得ており、その代わり、大きな社会的義務を引き受けていた。他方、「交
換」システムに参加していない企業の場合、国家と疎遠で、その支援を受けておらず、その代わり、社
会的義務を引き受けていなかった。ロシアにおいてこのような「交換」が比較的普及している原因のひ
とつは、「都市形成企業」（企業城下町）の存在である。「都市形成企業」は、計画経済時代の遺産として
社会的資産・インフラを保有しており、市場経済化後も当該都市の住民にサービスを提供し続け、その
代わり、地方権力機関から支援を受けている。つまり、「交換」モデルは主として地方レベルで見られる。
　これら3モデルにっいて従来の研究は、国家と企業の間で、企業の効率性とは無関係の資金の流れが
あるとしてきた。すなわち、「国家捕獲」の場合は国家から企業へ、「企業捕獲」の場合は企業から国家
へ、「交換」の場合は両者のバランスをとりながら資金が流れるのであるが、「交換」の場合でも国家支
援は主として非効率的企業・プロジェクトに与えられるのであり、その目的は社会問題の緩和と関係社
会集団からの政治的支援の獲得であるとされた。
　ヤコヴレフは、これら既存の3モデルに第4のモデルを付け加える。それは「新しい地域産業政策」
モデルである。すなわち、地方権力機関が効率的な企業に支援を与えるというモデルであり、その場合、
効率的な企業はますます繁栄し、地方も税収等で潤う、という状況が生じている。そのさい地方権力機
関が企業に与える支援は金融的支援よりむしろ組織的支援（連邦機関、投資家、内外の提携候補企業、
取引企業、金融機関との接触の仲介）である。
　ヤコヴレフは第4のモデルの登場する背景を次のように説明している（CTP．124）。一面では、グロー
バル競争の圧力が増大しているため、ロシアの実業界は客観的に国家支援を求めざるを得ない。しかし
連邦レベルにおいては「ユーコス」事件以後、実業界は全体として権力に対して従属的な地位に陥った。
そこでロシア企業は、事業遂行のための好適な条件を求めて地方権力機関とより親密な相互関係を築こ
うとすると推定できる。他面では、国家予算改革、ならびに連邦中央と連邦主体との権限分割が行われ
て地方の歳入が減少傾向にあり、同時に地方権力には旧来の責務の多くが残されているため、地方権力
機関は、効率的な企業を誘致・育成しようとしている。このような企業と地方権力の意図がかみあって、
「新しい地域産業政策」モデルが現実化しているという。
5．おわりに
　以上のように近年のロシア内外の研究に依拠すると、次のようなことがいえよう。
　まず、プーチン政権第2期目のロシアにおける企業と国家の関係はエリツィン政権下でのそれとは大
きく異なる様相を呈しており、またプーチン政権第1期目とも異なるものである。とくに、エリツィン
時代の「国家捕獲」に対して、「国家資本主義」ともいうべき状況が生まれており、国家と企業のカのバ
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ランスは国家のほうに大きく振れた。その背景には、GDPの半分近くを稼ぎ出す天然資源産業と有力な
兵器産業を有する独特の経済構造、ならびに権威主義的政治風土があると考えられる。
　　また、「国家資本主義」の社会的・経済的合理性には疑念がもたれるが、ロシアの条件のもとでは一定
の合理性もあり、また地方レベルでは合理的な産業政策を生み出していることも注目される。
　市場経済移行後、十数年を経て、ロシアはこのような状況になったが、他の移行諸国の状況はそれぞ
れに異なり、移行諸国間での企業システムの相違は大きくなってきている。そのような相違の形成には、
各国の経済構造、社会風土、歴史的伝統などが寄与していると考えるべきである（Warner　et　a1．，2005）。
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